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平成１１年３月期 中間決算短信 平成１０年１１月５日

上場会社名 日本ユニシス株式会社 上場取引所（所属部） 東証市場第一部
コード番号 ８０５６
本社所在地 東京都江東区豊洲一丁目１番１号
問 合 せ 先 責任者役職名 広 報 部 長

氏 名 梅 原 吉 雄 Ｔ Ｅ Ｌ (03) 5546-4111
中間決算取締役会開催日 平成１０年１１月 ５日 中間配当制度の有無 有
中 間 配 当 支 払 開 始 日 平成１０年１２月１１日

1．１０年９月中間期の業績（平成１０年４月１日～平成１０年９月３０日）

(１) 経営成績 百万円未満切り捨て表示

対前年中間期 対前年中間期 対前年中間期
売 上 高 営業利益 経常利益

増 減 率 増 減 率 増 減 率
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

10年９月中間期 １２９,０４６ (５.５) ５,８８３ (５６.７) ２,７０３ (０.７)
９年９月中間期 １２２,３７０ (３.１) ３,７５４ (２３.２) ２,６８６ (９.８)

1 0 年 ３ 月 期 ２９３,１７２ ７,９７１ ５,２５６

対前年中間期 １ 株 当 た り
中間(当期)純利益 会 計 処 理 基 準

増 減 率 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益
百万円 ％

10年９月中間期 ９２２ (△８.４) ８円４１銭 中間財務諸表作成基準
９年９月中間期 １,００７ ( ３.４) ９円１９銭 中間財務諸表作成基準

1 0 年 ３ 月 期 １,８９２ １７円２５銭 ―

１０年９月中間期 109,663,524株
(注) １. 期 中 平 均 株 式 数 ９ 年９月中間期 109,663,524株

１ ０ 年 ３ 月 期 109,663,524株
２. 会計処理の方法の変更 ： 有（添付「中間財務諸表作成の基本となる事項」参照）

(２) 配当状況

１ 株 当 た り １ 株 当 た り
中 間 配 当 金 年 間 配 当 金 （注）１０年９月中間期配当金の内訳

10年９月中間期 ３円７５銭 ― 記念配当 ０円００銭
９年９月中間期 ３円７５銭 ― 特別配当 ０円００銭

1 0 年 ３ 月 期 ― ７円５０銭

(３) 財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％
10年９月中間期 ２１４,１５６ ７２,４９６ ３３.９ ６６１円０８銭
９年９月中間期 ２４５,５４８ ７１,５７１ ２９.１ ６５２円６５銭

1 0 年 ３ 月 期 ２５２,９６７ ７２,０４５ ２８.５ ６５６円９７銭

１０年９月中間期 109,663,524株(額面株式、１単位の株式数1,000株)
(注) １. 期末発行済株式数 ９ 年９月中間期 109,663,524株

１ ０ 年 ３ 月 期 109,663,524株
２. 中間期末の有価証券の評価損益 １,９００百万円
３. 中間期末のデリバティブ取引の評価損益 △４９百万円

２. １１年３月期の業績予想（平成１０年４月１日～平成１１年３月３１日）

１株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期 末
百万円 百万円 百万円

1 1 年 ３ 月 期 ３０５,０００ ６,０００ ２,６００ ３円７５銭 ７円５０銭

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） ２３円７１銭
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損 益 計 算 書

当中間期 前年中間期 前 期

科 目

10.4.1～10.9.30 9 . 4 . 1 ～ 9 . 9 . 3 0 9 . 4 . 1～10 . 3 . 3 1

百万円 百万円 百万円

( 経 常 損 益 の 部 )

営 業 損 益

売 上 高 １２９,０４６ １２２,３７０ ２９３,１７２

売 上 原 価 ９３,０３７ ７４,２５４ １８０,９６８

売 上 総 利 益 ３６,００９ ４８,１１５ １１２,２０４

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ３０,１２５ ４４,３６１ １０４,２３２

営 業 利 益 ５,８８３ ３,７５４ ７,９７１

営 業 外 損 益

営 業 外 収 益 １,２２３ １,３１７ ２,２５１

営 業 外 費 用 ４,４０３ ２,３８６ ４,９６７

経 常 利 益 ２,７０３ ２,６８６ ５,２５６

( 特 別 損 益 の 部 )

特 別 損 失 ４２３ １７ ８３

税引前中間(当期)純利益 ２,２８０ ２,６６８ ５,１７２

法 人 税 及 び 住 民 税 １,３５８ １,６６１ ３,２８０

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 ９２２ １,００７ １,８９２

前 期 繰 越 利 益 ３１,１８６ ２９,７６０ ２９,７６０

中 間 配 当 金 － － ４１１

中間（当期）未処分利益 ３２,１０８ ３０,７６７ ３１,２４１

(注) 固定資産減価償却実施額 百万円 百万円 百万円

有 形 固 定 資 産 ８,８５８ １０,０５２ １９,９３４

無 形 固 定 資 産 ３ ３ ７

投 資 等 ２,１５５ ９８４ ３,４３０

計 １１,０１８ １１,０４０ ２３,３７２
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貸 借 対 照 表

当 中 間 期 前年中間期 前 期
科 目

平成10年９月 30日 平成９年９月3 0日 平成1 0年３月31日

百万円 百万円 百万円

(資 産 の 部 )

流 動 資 産

現 金 預 金 １６ ,０３０ １２,３９８ １７,７７２
受 取 手 形 ２３８ １,１９９ ８４９
売 掛 金 ６１ ,７６０ ６７,０７６ ９０,２３１
有 価 証 券 ７ ,７３３ １６,８４１ １０,７８１

商 品 ２２ ,１０４ ２８,４８５ １８,６２０
貸 付 金 １８ ,１１５ １６,１６６ １８,７６５
そ の 他 ６ ,９８９ １１,５０６ ６,１０７
貸 倒 引 当 金 △ １ ,４２８ △ ６８７ △ １,０６８

流 動 資 産 計 １３１ ,５４３ １５２,９８８ １６２,０６０

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

機 械 装 置 ３８,７９４ ４５,０４２ ４２,０８１
そ の 他 １１ ,０００ １１,２７９ １１,３８４

有 形 固 定 資 産 計 ４９ ,７９５ ５６,３２２ ５３,４６６

無 形 固 定 資 産 ３４３ ３５１ ３４７

投 資 等
敷 金 １５,６８４ ２０,１２８ ２０,０５３
電 算 機 利 用 技 術 料 １０ ,９５２ ８,５６４ １０,１２８
そ の 他 ５ ,８３５ ７,１９２ ６,９１０

投 資 等 計 ３２ ,４７３ ３５,８８６ ３７,０９２
固 定 資 産 計 ８２ ,６１２ ９２,５５９ ９０,９０６

資 産 合 計 ２１４ ,１５６ ２４５,５４８ ２５２,９６７
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当 中 間 期 前年中間期 前 期
科 目

平成10年９月 30日 平成９年９月3 0日 平成1 0年３月31日

百万円 百万円 百万円

(負 債 の 部 )
流 動 負 債

支 払 手 形 ２ ,６１８ ３,０６２ ３,９２９

買 掛 金 ２３ ,５６１ ２７,８７５ ４４,１９１
長 期 未 払 金 (1年 以 内 ) ８ ,９１４ ９,８５７ ９,０９６
短 期 借 入 金 ２３ ,７６０ ３２,１６０ ２５,７６０
長 期 借 入 金 (1年 以 内 ) ６ ,０３４ ９,０４９ ７,２５９
コマーシャルペーパー － １０,０００ １３,０００

社 債 （ １ 年 以 内 ） － １０,０００ －
未 払 費 用 １２ ,２１２ １２,２１８ １２,２９８
引 当 金 ９５２ ４９８ ５８３
そ の 他 １４,５９４ １４,１１０ １５,５８６

流 動 負 債 計 ９２ ,６４９ １２８,８３２ １３１,７０５

固 定 負 債
社 債 ２０ ,０００ ２０,０００ ２０,０００
長 期 未 払 金 ７ ,８３０ １０,７７４ ９,７３７
長 期 借 入 金 １４ ,５３１ ６,７６５ １２,４３５
退 職 給 与 引 当 金 ４ ,６８１ ５,７７０ ５,２２６

そ の 他 の 引 当 金 １ ,１７３ １,００６ １,０１２
そ の 他 ７９４ ８２８ ８０５

固 定 負 債 計 ４９,０１０ ４５,１４４ ４９,２１６

負 債 合 計 １４１ ,６５９ １７３,９７６ １８０,９２２

(資 本 の 部 )
資 本 金 ５ ,４８３ ５,４８３ ５,４８３
法 定 準 備 金

資 本 準 備 金 １５ ,２８１ １５,２８１ １５,２８１

利 益 準 備 金 １ ,３７０ １,３７０ １,３７０
法 定 準 備 金 計 １６ ,６５２ １６,６５２ １６,６５２

剰 余 金
別 途 積 立 金 ４ ,４００ ４,４００ ４,４００
陳 腐 化 積 立 金 ８ ,３５０ ８,３５０ ８,３５０

プ ロ グ ラ ム 積 立 金 ５ ,２６８ ５,６８４ ５,６８４
建 物 圧 縮 積 立 金 ２３４ ２３４ ２３４
中間(当期)未処分利益 ３２ ,１０８ ３０,７６７ ３１,２４１
(うち中間(当期)純利益) ( ９２２ ) ( １ ,００７) ( １ ,８９２)

剰 余 金 計 ５０ ,３６０ ４９,４３５ ４９,９０９

資 本 合 計 ７２ ,４９６ ７１,５７１ ７２,０４５

負 債 及 び 資 本 合 計 ２１４ ,１５６ ２４５,５４８ ２５２,９６７

(注) １．有形固定資産 百万円 百万円 百万円
１４４,３５４ １６５ ,０１６ １４８ ,７５８

減価償却累計額
２．保証債務 ９,６８５ １０ ,１６６ ９ ,９６７
３．自己株式 ０ ０ ０

( ７４１株 ) ( ４１９株 ) ( ６９株 )



- 5 -

日本ユニシス

中間財務諸表作成の基本となる事項

１．事業年度の財務諸表作成のために採用している会計処理の原則および手続と異なる会計

処理の基準

(１)減 価 償 却 費 ･･････ 中間期末の固定資産に係る事業年度分減価償却費見積額

を期間に基づいて配分する方法を採用しております。

(２)進路選択支援補填引当金 ････ 進路選択支援補填引当金繰入額は、年間繰入見積額を期

間配分する方法を採用しております。

(３)貸 倒 引 当 金 ･･････ 中間期末の債権額は、事業年度末と比して著しく相違す

るため、事業年度繰入差額を見積り、この差額を期間配

分する方法を採用しております。

(４)賞 与 ･･････ 年間負担見積額を期間配分する方法を採用しております。

(５)法人税等および事業税 ･･････ 法人税、住民税および事業税の計上額は中間期を含む事

業年度の負担する見込の税額を、当該事業年度の見積利

益に対する中間期の利益の割合により配分した額を計上

しております。

２．たな卸資産の評価基準および評価方法

(１)販 売 用 機 械 ･･････ 個別原価法による原価基準

(２)保守サービス用部品他 ･･････ 移動平均法による原価基準

３．たな卸資産以外の資産について原価基準以外の基準を採用している場合の評価基準

有価証券のうち上場株式について、低価基準を採用しております。

４．有形固定資産の減価償却方法

(１)機 械 装 置 ･･････ 賃貸販売条件に対応し６年で残存価額が零となる方法に

よっております。

なお、一部の機械装置については税法所定償却可能期間

到来時に残存価額が零となる定率法によっております。

(２)そ の 他 ･･････ 税法基準に基づく定率法によっております。

ただし、平成10年度の法人税法改正に伴い、平成10年4月

1日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)については、

定額法を採用しております。

なお、当中間期中に取得した建物はありませんので、こ

れによる影響額はありません。

５．電算機利用技術料(投資等)の償却方法

販売用汎用ソフトウェアの販売見込期間で残存価額が零となる定額法によっております。
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６．販売費及び一般管理費の繰延処理

従来、当社の売上高は上半期に比較し、下半期が著しく増加するため、固定費的性質を有

する営業費用（役員報酬・従業員給与手当・福利厚生費等の人件費、事務所管理費等）に

ついては、事業年度の売上高および費用発生額を予測し、中間期の売上実績に基づき中間

期が負担すべき金額を算出し繰延処理しておりましたが、当中間期はその売上高の乖離幅

が縮小したことから、当中間期においてはこの処理を取り止めております。

なお、これに伴い、前年中間期と同一の基準によった場合に比し、営業利益、経常利益、

税引前中間純利益はそれぞれ５,３４０百万円少なく計上されております。

７．会計処理の方法の変更

近年、ソフトウェア及びサービス等売上高が順調に増加し、経常的に売上高の５０％を超

える状況となったことから、原価と収益との対応をより適正にするため、従来、販売費及

び一般管理費に計上していたソフトウェア及びサービス等売上に係わる人件費等に関し、

当中間期より売上原価として計上することといたしました。これに伴い、前年中間期と同

一の基準によった場合に比し、売上総利益は２０,２７４百万円少なく計上されております。

なお、営業利益、経常利益、税引前中間純利益の影響額はありません。

１株当たり配当金

平成１０年９月中間期 平成９年９月中間期 平成１０年３月期

中 間 中 間 年 間

円 銭 円 銭 円 銭

普通（旧）株式 ３ ７５ ３ ７５ ７ ５０

（内訳）

記念配 － － －

特別配 － － －
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売 約 高 推 移

当 中 間 期 前 年 中 間 期 前 期

(10.4.1～10.9.30) ( 9 . 4 . 1 ～ 9 . 9 . 3 0 ) ( 9 . 4 . 1～1 0 . 3 . 3 1 )

項 目

対前年 対前年 対前年
金 額 金 額 金 額

同期比 同期比 同期比

百万円 百万円 百万円％ ％ ％

売 約 高 127,559 106.2 120,137 102.1 267,646 90.3

売 上 高 129,046 105.5 122,370 103.1 293,172 99.1

売 約 残 225,004 90.1 249,785 99.7 226,491 89.9

売 上 内 容

当 中 間 期 前 年 中 間 期 前 期

区 分 (10.4.1～.10.9.30) 対前年 (9.4.1～9.9.30) (9.4.1～10.3.31)

同期比

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

百万円 百万円 百万円％ ％ ％ ％

ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ 賃貸収入 17,696 13.7 93.5 18,936 15.5 37,350 12.7

ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ 販 売 35,477 27.5 103.0 34,439 28.1 87,004 29.7

ﾊ ｰ ﾄ ﾞ ｳ ｪ ｱ 計 53,174 41.2 99.6 53,375 43.6 124,355 42.4

ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｪ ｱ 23,715 18.4 104.7 22,650 18.5 51,857 17.7

ｼ ｽ ﾃ ﾑ ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 23,846 18.5 118.0 20,201 16.5 61,220 20.9

保守ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ等 28,310 21.9 108.3 26,142 21.4 55,739 19.0

ｿﾌﾄｳｪｱ及びｻｰﾋﾞｽ等 75,872 58.8 110.0 68,995 56.4 168,817 57.6

合 計 129,046 100.0 105.5 122,370 100.0 293,172 100.0
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有 価 証 券 の 時 価 等

当中間期(平成10年９月30日現在) 前年中間期(平成９年９月30日現在) 前期(平成10年３月31日現在)

種 類 中間貸借 中間貸借 貸借対照表
対 照 表 時 価 評価損益 対 照 表 時 価 評価損益 時 価 評価損益

計 上 額 計 上 額 計 上 額

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

(1)流動資産に
属するもの

株 式 7,274 9,178 1,904 11,193 18,901 7,708 10,332 14,541 4,209

債 券 19 16 △ 2 19 17 △ 1 19 16 △ 2

そ の 他 19 19 △ 0 1,458 1,198 △ 259 19 19 0

小 計 7,313 9,214 1,900 12,670 20,117 7,446 10,371 14,578 4,207

(2)固定資産に
属するもの

株 式 140 140 △ 0 155 237 82 155 212 56

合 計 7,454 9,355 1,900 12,825 20,354 7,528 10,526 14,790 4,263

（注）１．時価（時価相当額を含む）の算定方法
A上場有価証券････････････主に、東京証券取引所の最終価格によっております。

B店頭売買有価証券････････日本証券業協会が公表する売買価格等によっております。
C非上場の証券投資信託の受益証券･･･････････基準価格によっております。

２．株式には自己株式を含めて表示しております。
３．開示の対象から除いた有価証券の中間貸借対照表計上額および貸借対照表計上額

当 中 間 期 前年中間期 前 期

流動資産に属するもの
相場の変動による影響を受けない
証券投資信託の受益証券（中期国債 - 40 -百万円 百万円 百万円

ファンド）

割引金融債 19 9 9百万円 百万円 百万円

非上場の外国債券 100 100 100百万円 百万円 百万円

クローズド期間内の証券投資信託
300 4,020 300百万円 百万円 百万円

の受益証券

固定資産に属するもの
非上場株式、但し店頭売買有価証券 2,458 2,413 2,460百万円 百万円 百万円

を除く
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デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

（１）通貨関連

区 当中間期(平成１０年９月３０日現在) 前年中間期(平成９年９月３０日現在) 前期(平成１０年３月３１日現在)

種 類 契 約 額 等 契 約 額 等 契 約 額 等
時 価 評価損益 時 価 評価損益 時 価 評価損益

分 うち１年超 うち１年超 うち１年超

為替予約取引 百万 百万 百万 百万 百万 百万 百万 百万 百万 百万 百万 百万

市 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

買 建(米ドル)

場 4,828 - 5,081 252 4,121 - 4,359 238 3,150 - 3,360 209

取 通貨オプション取引

引 ゼロコストオプション

買 建(米ドル) - - - - - - 247 - 16 16

以 コ ー ル ( -) ( -)

外 通貨スワップ取引

受取米ドル･支払円 513 - 3 3 - - - - - -

合 計 5,341 - 5,085 256 4,121 - 4,359 238 3,397 - 3,376 225

（注）１.時価の算定方法

為替予約取引

当中間期および前期は先物相場を使用しております。

前年中間期は直物相場を使用しております。

通貨オプション取引および通貨スワップ取引

契約先金融機関から提示された価格によっております｡

２.外貨建金銭債権債務等に先物為替予約が付されていることにより、決済時における円貨額が確定している外貨建金銭債権債務等で、

貸借対照表において当該円貨額で表示されているものについては、開示の対象から除いております。

３.前期のオプション取引は、一定のレートに達すると、取引は消滅し、取引契約レートにより、決済することになります。

なお、オプション料の支払はありません。

４.当中間期のスワップ取引は、一定のレートに達すると、取引における契約額の１／２は消滅することになります。

（２）金利関連

区 当中間期(平成１０年９月３０日現在) 前年中間期(平成９年９月３０日現在) 前期(平成１０年３月３１日現在)

種 類 契 約 額 等 契 約 額 等 契 約 額 等
時 価 評価損益 時 価 評価損益 時 価 評価損益

分 うち１年超 うち１年超 うち１年超

市 金利スワップ取引 百万 百万 百万 百万 百万 百万 百万 百万 百万 百万

場 受取固定･支払変動 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

取 - - - - 5,000 - - - - -

引 支払固定･受取変動

以 9,000 9,000 △ 305 △ 305 10,000 5,000 5,000 5,000 △ 108 △ 108

外 受取変動･支払変動

- - - - 5,000 5,000 5,000 5,000 △ 67 △ 67

合 計 9,000 9,000 △ 305 △ 305 20,000 10,000 10,000 10,000 △ 175 △ 175

（注）１.時価の算定方法

契約先金融機関から提示された価格によっております。

２.上記の契約額等（想定元本）は、この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク量、信用リスク量を示すものではありません。
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（概 況）

当中間期のわが国経済は、金融システムの不安等を背景に、設備投資の落ち込み、個人

消費の低迷等により、極めて厳しい状況のうちに推移しました。

当コンピュータ業界にあっては、規制緩和、グローバル化、西暦２０００年対応等を背

景として、サービスならびにソフトウェア分野は比較的堅調であったものの、長引く景気

の低迷を反映して、市場環境は依然厳しい状況にありました。

このような環境にあって、当社は、エンタープライズ・サーバーをはじめとしたハード

ウェア・プロダクトの拡販はもとより、ソフトウェアおよびサービスを中核としたトータ

ル・ソリューションの提供に努めてまいりました。

分野別に見てみますと、ハードウェア分野においては、汎用機のＯＳ環境と

Ｗｉｎｄｏｗｓ ＮＴ環境を統合したエンタープライズ・サーバーＨＭＰ ＩＸ５０００シ

リーズ ＮＸ５０００シリーズ、 等の販売を開始する等、エンタープライズ・サーバーを中

心とした企業の情報システム構築を強力に支援する各種ハードウェア・プロダクトの提供

を進めてまいりました。

また、ソフトウェア、サービス分野においては、金融ビッグバンに対応した各種金融機

関向けソリューション・ソフトウェアや新・住宅設計ＣＡＤシステム デジドＤｉｇｉＤ（ ）

等の新商品の提供を進めた他、時代の変化に対応するプロダクトラインの充実を図ってま

いりました。加えて、システム構築に関するサービスおよびハードウェア保守等の各種サ

ービスの提供を通して、システムの拡販を図るとともに、システムサービスの効率化やコ

ンサルテーション型営業力の強化等を推進し、ソフトウェア、サービスを柱としたインフ

ォメーション・サービス事業の拡大、収益性向上に努めてまいりました。

さらに、今後拡大が予想されるＥＲＰ、ＥＣ等の業種共通／業種横断的なビジネスの推

進を図った他、Ｗｉｎｄｏｗｓ ＮＴの企業レベルへの適用に向けたエンタープライズＮ

Ｔビジネスへの本格的な取り組みを開始いたしました。

※ Ｗｉｎｄｏｗｓ ＮＴは、米国 の米国およびその他の国における登録商標です。Microsoft Corporation

日本ユニシス
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（当中間期の業績について）

当中間期の業績については、金融ビッグバン等を背景とした堅調なシステム構築需要を受け、

システムサービスを中心としたサービス・ビジネスが順調に推移したことから、売上高は、

１,２９０億４６百万円（前年同期比５.５％増）と増加いたしました。

また、利益面におきましては、引き続きシステムサービスをはじめとするサービス・ビジネ

スの収益性向上を進めてまいりましたことに加え、エンタープライズ・サーバーの設置増によ

るハードウェア採算の改善等が図られたことにより、営業利益は、５８億８３百万円（前年同

期比５６.７％増）と増加いたしました。しかしながら、経常利益は、株価下落による有価証券

評価損の計上により、２７億３百万円（前年同期比０.７％増）にとどまり、中間純利益は、

特別損失（子会社整理損失引当金繰入額）を計上したこと等もあり、９億２２百万円（前年同

期比８.４％減）となりました。

売上構成別に見ますと、ソフトウェアおよびサービス等売上は、７５８億７２百万円（前年

同期比１０.０％増）と増加いたしましたが、ハードウェア売上は、５３１億７４百万円（前年

同期比０.４％減）にとどまりました。

また、売上構成比率においては、ハードウェア売上が４１.２％（前年同期４３.６％）、

ソフトウェアおよびサービス等売上は５８.８％（前年同期５６.４％）となりました。

以 上


